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第５回「明日の京都」ビジョン懇話会

テーマ：「育む」

◇論点１：少子化時代の「子育て」をどう考えるか？（価値観①）
◇論点２：高齢者や障害のある方々の

暮らしをどう考えるか？（価値観②）

◇論点３：将来のありたい「育み」の社会を
どう展望するか？（社会像）

「明日の京都」ビジョン検討ＰＴ

資 料 ４
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【論点 １ 】 少子化時代の「子育て」をどう考えるか？

資料② 子どもの生活の変化について

家庭では兄弟が減少したり（図１－⑦）、子どもの自然体験が少なくなっています（図１ー⑧）

諸外国に比べ日本の子どもは孤独を感じている割合が非常に高い状況にあります（図１ー⑨）

また、不登校やニート、ひきこもり等の増加が社会問題化しています（図１－⑩）

資料① 子育ての変化について

少子化が進み、共働き家庭の増加等、家族の形態が変化しています（図１－①・②）

子育てNPOなど、親以外の子育て主体への需要が高まっています（図１－③）

一方、児童虐待に関する相談件数が増加している現実があります（図１－④）

出生率が相当程度回復してきたフランスやスウェーデンでは、出産・育児に伴う給付や児童手当などの
家族関係社会支出の対ＧＤＰ比が我が国を上回っています（図１－⑤・⑥）

ご意見をいただきたいこと

「子育て」をどのように考え、どういう「子育て」ができればいいと考えますか？

また、そのためには、どんなことをしていかなければならないとお考えですか？
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（図１ー②） 共働き世帯の推移

出典：内閣府「少子化社会白書」 （平成２０年版）

（図１ー①） 出生数及び合計特殊出生率の年次推移

順位 全国 1.32

1 沖縄県 1.74

2 宮崎県 1.55

3 島根県 1.53

………

45 京都府 1.19

46 北海道 1.18

47 東京都 1.02

2006年都道府県別
合計特殊出生率

出典：内閣府「少子化社会白書」 （平成２０年版）

（図１ー③） 「子どもの健全育成を図る活動」を行うＮＰＯ法人数の推移
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☆ ＮＰＯ法人の内、
「子どもの健全育成」
分野の法人の割合
（Ｈ２０．１２．３１現在）

京都府 約３５％
（全国 約４０％）

出典：内閣府ＮＰＯホーム
ページ「特定非営利法人の
活動分野」より、「明日の京
都」ビジョン検討ＰＴ作成（各
年12.31現在）
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（図１ー④） 児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数の推移

出典：内閣府「青少年白書」（平成２０年度）

（図１ー⑤） 主な国の合計特殊出生率の動き

出典：内閣府「少子化社会白書」 （平成１９年版）

（図１ー⑥） 諸外国の家族関係社会支出（対ＧＤＰ比）比較

出典：社会保障国民会議中間報告参考資料（20.6.19）
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（図１ー⑦） 児童の有（児童数）無別にみた世帯数の構成割合の年次推移

出典：内閣府「少子化社会白書」（平成１９年版）

（図１ー⑧） 次の自然体験について「ほとんどしたことがない」割合の推移

出典：内閣府「青少年白書」（平成２０年版）

（図１ー⑨） 自分が孤独であると回答した１５歳の割合

出典：内閣府「国民生活白書」（平成２０年版）
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出典：内閣府「青少年白書」（平成２０年版）

（図１ー⑩ー１） 学校種別全児童生徒数に占める不登校児童生徒数の割合の推移

出典：内閣府「青少年白書」（平成２０年版）

（図１ー⑩ー２） 若年無業者（ニート）数の推移 （図１ー⑩ー３） ニートの状態にある若者へのアンケート調査結果

出典：厚生労働省「ニートの状態にある若年者の実態
及び支援策に関する調査研究 」（平成１８年度）
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資料① 高齢者の現状と、意識や動向について

● 高齢化が進む中で、一人暮らしの高齢者の占める割合が増えています（図２－①）

● 高齢者の心配ごとの１位２位は、自分と家族の健康です（図２－②）

● 我が国では諸外国に比べて高齢まで働く傾向にあり（図２－③）、また、長く働きたいとの意欲を持っています（図２ー④・⑤）

● 高齢者の生きがいに関しては、友人知人との関係の面で諸外国と感じ方の違いがあります（図２ー⑥）

● また、高齢者のグループ活動への参加は増える傾向にあります（図２－⑦）

資料② 障害のある方々の現状と、意識や動向について

ご意見をいただきたいこと

高齢者や障害のある方々が暮らしやすい社会を考えるとき、
何を大切にしなければならないと思いますか？

また、そのためには、どんなことをしていかなければならないとお考えですか？

【論点 ２ 】 高齢者や障害のある方々の

暮らしをどう考えるか？

障害のある方々は全人口の約６％弱となっています（図２－⑧）

雇用に関しては近年増加の傾向にあるものの、法定雇用率には届いていない実態にあります（図２－⑨）

障害のある方々の活動は、様々な分野で拡がりつつあります（図２ー⑩）

我が国では、障害のある方々への「合理的な配慮」と「差別」との意識において、
諸外国と違う意識にあるというデータがあります（図２－⑪）

● 近年、保健・医療・福祉に係るNPOの活動は増える傾向にあります（図２－⑫）
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（図２－①） 一人暮らしの高齢者の動向

出典：内閣府「高齢社会白書」（平成20年版）

出典：内閣府「国民生
活白書」（平成19年版）

（図２－②） 日常生活での心配ごとや悩みごと

（図２－③） 【国際比較】高齢者をめぐる人口・労働市場の動向

出典：厚生労働省海外情勢報告
「諸外国における高齢者雇用対策」
（2005～2006年）

（※）

（※）支給開始年齢は平成13年度から段階的に60歳から65歳に引上げ
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（図２－④） 日本の高齢者の高い就業継続意欲

出典：厚生労働省「労働経済白書」（平成２０年版）

（図２－⑤） 高齢者の就業に対する意識

出典：豊橋市「５５歳からの楽しみや生きがいづく
りに関する意識調査」（平成１９年３月）

（図２－⑥） 高齢者が生きがいを感じる時

出典：内閣府「第6回高齢者の生活と意識に関する国
際比較調査結果」（平成17年度）

（図２－⑦） 高齢者のグループ活動への参加状況

出典：内閣府「高齢社会白書」
（平成20年版）
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（図２－⑧） 障害者数

出典：内閣府「障害者白書」（平成20年版）

（図２－⑨） 民間企業における実雇用率と雇用されている
障害者数の推移

出典：内閣府「障害者白書」（平成20年版）

（図２－⑩） 障害者が現在取り組んでいる、または取り組みたい活動

出典：京都府「京都府障害者保健福祉に関する
調査結果」（平成15年度）
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（図２－⑫） 「保健、医療又は福祉の増進を図る活動」を行うNPO法人数の推移

（図２－⑪） 合理的な配慮と差別の意識の違い
○次の例を読んで、お答えください。
例：車椅子を使う人がレストランを利用できるようにするためには、レストランの経営者は、店の入り口を階段からスロープに改修したり、車椅子
でも使えるトイレを整備したりする必要があります。また、視覚障害や聴覚障害の人が、企業の会議などに参加できるようにするためには、点字
の資料を用意したり、手話通訳を用意したりすることが必要となります。例のように、障害のある人が障害のない人と同じように生活していくため
には、いろいろな配慮や工夫が必要となることがあります。このような、障害のある人への配慮や工夫を行わないことは、「障害のある人への差

別」になると思いますか。次のうち、あてはまるものを１つだけ選び、番号に○をつけてください。（○はひとつだけ）

出典：内閣府「障害者の
社会参加促進等に関す
る国際比較調査」（平成
１８年度）

☆ ＮＰＯ法人の内、「保健・医療・福祉」
分野の法人の割合（Ｈ２０．１２．３１現在）

京都府 約５２％ （全国 約５８％）
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出典：内閣府ＮＰＯホームページ「特定非営利
法人の活動分野」より、「明日の京都」ビジョン
検討ＰＴ作成（各年12.31現在）
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資料① 我が国の社会保障の現状と国民の意識について

我が国は諸外国に比べ高齢化率が高く、社会保障の給付規模は欧州主要国に比べ低位にあります（図３－①）

国民負担率は先進国中で低位にあるとされています（図３－②）

社会保障に関しては、「給付削減・負担維持」への支持が高くなっています （図３－③）

また、「医療・年金等の社会保障構造改革」への関心が相対的に高くなっています（図３－④）

地方における社会保障関係費の負担は今後も増加が予想されています（図３ー⑤・⑥）

資料② 我が国の社会保障の特徴と新たな社会づくりの動き

● 我が国の社会保障システムでは若年・高齢世代には給付が手厚くなっています（図３ー⑦）

● 介護は依然同居家族が担っている現実があります（図３－⑧）

近年、「ユニバーサル社会」という考え方で社会づくりを行う取組が増えています

【論点 ３ 】 将来のありたい「育み」の社会をどう展望するか？

ご意見をいただきたいこと
全ての人やその家族が、人間らしく、安心して暮らしていける「育み」の社会とは、

どういう社会をイメージしますか？

また、そのような社会に向けて、京都でできること、やるべきことは何だと考えますか？

＜参考＞ 「ユニバーサル社会」の概念

「ユニバーサル社会」とは、障害の有無、年齢等にかかわりなく、国民一人ひとりがそれぞれ対等な社会の構成員として、自立し相互にその人

格を尊重しつつ支え合う社会、全ての人が安心して暮らすことができ、その持てる能力を最大限に発揮できる社会を言う。
（第１５９回国会ユニバーサル社会の形成促進に関する参議院決議より）
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（図３－①） 社会保障の給付規模の国際的な比較

出典：社会保障国民会議配付資料（第３回，20.4.16）

（図３－②） 国民負担率の国際比較（２００５年）
☆日本は他の先進国と比べて低位、２８カ国中下から６番目

出典：内閣府「経済財政白書」（平成２０年版）

（図３－③） 社会保障の給付と負担のあり方に対する意向

☆全体としては、「給付維持・負担上昇」よりも「給付削減・負担
維持」への支持が多い

出典：内閣府「経済財政白書」（平成２０年版）

（図３－④） 社会保障に関する関心

出典：社会保障国民会議中間報告参考資料（20.6.19）
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（図３－⑤） 地方における社会保障関係費の推移（平成２年対比） （図３－⑥） 社会保障関係費に関する地方負担等の将来推計

出典：経済財
政諮問会議
総務省提出
資料（第２８
回,20.12.9）

出典：社会保障国民会議配付資料（第３回，20.4.16）
○地方は国民健康保険や介護保険など、国と地方の応分の負担により運営
する社会保障制度のほかに、保育所等の社会福祉施設の運営やケース
ワーカー等の配置、救急医療体制の確保など、地方独自の負担により、地域
に密着したきめ細やかな住民サービスを幅広く提供。

（図３－⑦）一人の生涯から見た社会保障の給付と負担の姿

出典：社会保障国民会議中間報告参考資料(20.6.19）

（図３－⑧） 要介護者等から見た介護者の続柄

☆減少傾向にはあるものの、依然として同居家族が介護をしている現実

出典：内閣府「国民生活白書」（平成１９年版）


